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東北の新たな旅のスタイルを創出する滞在型コンテンツを活用したロングステイ促進事業 

企画提案募集要領 

 

1. 趣旨 

この要領は、東北の新たな旅のスタイルを創出する滞在型コンテンツを活用したロングステイ促進事

業」の受託業者を選定するために実施する公募型プロポーザルに関して、必要な事項を定めるもので

ある。 

 

2. 業務の名称 

東北の新たな旅のスタイルを創出する滞在型コンテンツを活用したロングステイ促進事業 

 

3. 事業の主体主 

  一般社団法人東北観光推進機構（以下、「東観推」という。） 

 

4. 契約期間 

契約締結の日から 2023 年 3 月 31 日（金）まで 

 

5. 事業内容 

(1) 事業名 

東北の新たな旅のスタイルを創出する滞在型コンテンツを活用したロングステイ促進事業 

(2) 実施内容 

「東北の新たな旅のスタイルを創出する滞在型コンテンツを活用したロングステイ促進事業」業務委

託基本仕様書（以下、「仕様書」という。）に基づくものとする。 

(3) 委託上限金額（予定） 

本業務の事業費の上限は、67,000,000 円（消費税及び地方消費税含む。）とする。 

 

6. スケジュール（予定を含む。） 

(1) 企画提案募集開始              2022 年 5 月 19 日（木） 

(2) 企画提案書作成等に関する質問受付期限   2022 年５月 24 日（火） 

(3) 企画提案書作成等に関する質問への回答   2022 年５月 26 日（木） 

(4) 企画提案への参加申込期限          2022 年５月 26 日（木） 

(5) 企画提案書の提出期限            2022 年５月 31 日（火） 

(6) 企画提案書の選考結果の通知（予定）   2022 年６月 3 日（金） 

(7) キックオフ会議（予定）           2022 年６月 7 日（火）午後 
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7. 企画提案書作成等に関する質問の受付及び回答 

(1) 受付期限 

2022 年 5 月 24 日（火）午後 3 時まで（必着） 

(2) 提出書類及び提出方法 

① 企画提案書の作成等にあたり質問がある者は、（1）の期日までに、質問書（様式第１号）

を電子メールにより提出すること。 

② 電子メールアドレスは、次のとおりとする。 

brand@tohokutourism.jp （一般社団法人東北観光推進機東北ブランド戦略部宛） 

③ 電話や口頭、受付期間以外の質問は、一切受付しない。 

(3) 回答方法 

① 質問に対する回答は、2022 年５月 26 日（木）までに、東観推のホームページ「旅東北」内

に掲載する。（旅東北 URL：https://www.tohokukanko.jp/business/index.html） 

② 質問又は回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接に関わると考えられるものについて

は、質問者に対してのみ回答する。 

③ 質問の内容によっては回答しないこともある。 

④ 質問に対する回答事項は、本要領及び仕様書に対する追加又は修正とみなす場合がある。 

 

8. 企画提案への参加申込 

(1) 提出期限 

2022 年５月 26 日（木）午後 3 時まで（必着） 

(2) 提出書類 

① 企画提案参加申込書（様式第２号）１部 

② 宣誓書（様式第３号）          １部 

(3) 提出方法 

持参又は郵送とする。 

(4) 提出先 

一般社団法人東北観光推進機構 

（宮城県仙台市青葉区一番町二丁目２番 13 号 仙建ビル８階） 

 

9. 企画提案書の提出 

(1) 提出期限 

2022 年 5 月 31 日（火）午後３時まで（必着） 

(2) 提出書類 

① 企画提案書 10 部 

（任意様式。Ａ4 版片面印刷。カラー印刷も可） 

② 見積書 

mailto:brand@tohokutourism.jp
https://www.tohokukanko.jp/business/index.html
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(3) 提出方法 

持参又は郵送とする。 

(4) 提出先 

一般社団法人東北観光推進機構 

（宮城県仙台市青葉区一番町二丁目２番 13 号 仙建ビル８階） 

 

10. 業務委託候補者の選定方法等 

(1) 業務委託候補者の選考方法 

東北観光推進機構の決裁権限者が提出書類を審査し、優れていると判断される事業者を１者

選定して業務委託候補者とする。なお、 業務委託候補者が辞退等の際には、次点の事業者を

繰り上げる。 

(2) 選考結果の通知 

審査終了後は速やかに全ての企画提案書提出者に審査結果を通知する。 

(3) 選考結果の公表 

審査終了後、全ての企画提案者の名称及び評価点を公表する。ただし、選定された業務委託候

補者以外は、個別の評価点が特定できないよう配慮する。 

 

11. 応募資格 

応募者は、次に掲げる企画提案への応募資格の要件（以下、「参加資格」という。）を全て満たす

者とする。 

なお、複数の者による共同提案も認めるが、その場合、代表者を定めた上で応募するものとし、協議

会との契約の当事者は当該代表者とする。 

(1) 東北管内に営業拠点（本社、支店、営業所等）があり、本業務を円滑に処理することができる

安定的かつ健全な財政能力を有している法人格を持つ事業者であること。 

(2) 2021 年度に実施した事業内容を十分に踏まえた内容を提案できる事業者であること。 

(3) 過去 5 年以内（2017 年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日まで）に自治体等の旅行商品造

成・プロモーション等の実績を有すること。 

(4) 類似業務の実績一覧を提出すること。（様式は任意） 

(5) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しく

は再生手続開始の申立てがされている者（同法第 33 条第１項に規定する再生手続開始の決

定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始

の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがされている者（同法第 41 条第１項に規

定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。  

(6) 代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、その経営に関与

する者等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第

２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以
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下、同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。 

(7) 政治団体（政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）第３条に規定するもの）に該当し

ない者であること。 

(8) 宗教団体（宗教法人法（昭和 26 年法律第 126 号）第２条の規定によるもの）に該当しな

い者であること。 

(9) 単独で企画提案した応募者は、共同提案の構成員となることはできない。 

 

12. 失格事由 

(1) 次のいずれかに該当する場合は、応募者を失格とする。 

① 提出された企画提案書に不備のある者 

② 本募集実施要領等に従っていない場合 

③ 企画提案方式による公正な企画提案の執行を妨げた場合 

④ 民法（明治 29 年法律第 89 号）第 90 条（公序良俗違反）、第 93 条（心裡留保）、

第 94 条（虚偽表示）又は第 95 条（錯誤）に該当する提案を行った場合 

⑤ 審査結果に影響を与えるような工作が行われた場合 

⑥ 202１年度に実施した事業内容と提案内容が乖離しており、事業の継続性が実現できないと

判断した場合 

(2) その他 

① 企画提案書等の提出を取り下げる場合は、速やかに「取下願」（様式第４号）を提出すること。 

② 取下願の提出があった場合も、既に提出された企画提案書等は返却しない。 

③ 企画提案書等の再提出は認めない。 

④ 審査は提出された企画提案書等により行うが、提案受付後、提案内容について説明を求めるこ

とがある。 

⑤ 本業務の実施に関して、業務委託候補者の企画提案の内容をそのまま実施することを約束する

ものではなく、協議の上、決定する。 

⑥ 仕様書に明示のない事項又は疑義が生じた場合は、発注者と受注者が協議の上、決定する。 

⑦ 本事業は、観光庁の「広域周遊観光促進のための観光地域支援事業」を受けることが前提で

あるため、本事業が採択されない場合は、事業の実施を中止する場合がある。 

 

13. 契約の決定 

(1) 審査により選定された優先契約候補者と、契約締結交渉を行うものとする。 

(2) その際の契約金額は、提案した見積金額以内とする。 

(3) なお、協議が整わない場合、優先契約候補者が参加資格の要件を欠いた場合又は契約締結交

渉が不調となった場合は、審査により順位付けられた上位の者から順に契約交渉を行うものとする。 

 

14. その他注意事項等 

(1) 提出された企画提案書については、提案を行った者に無断で使用しないものとする。 
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(2) 提案書等の審査を行う際は、参加を表明した者に通知することなく必要な範囲において複製を作

成することがある。 


